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       日本分析センターへの期待 
 
 

文部科学省科学技術・学術政策局 
原子力安全課防災環境対策室長 渡 辺 正 実 

 
 
 13年ぶりに防災環境対策室に戻ってから早３

ヶ月、かつて一緒に仕事をさせていただいた懐

かしい顔に方々でお会いした。よく見ると皆さ

ん年輪を刻んだ（単に皺が増えたとも言うが。）

たくましい顔つきであり、益々御活躍の様子で

ある（漫然と歳をとったのは私だけか・・・）。 

 さて、この10数年の間に環境放射能を巡って

は、様々な事件・事故が発生した。ロシアの日

本海への放射性廃棄物投棄問題、米軍の鳥島へ

の劣化ウラン弾誤射問題、モナザイト鉱石問題

等々、枚挙に遑がない。これらの事象の都度、

日本分析センターの方々に大いにご活躍いただ

いたことは論を俟たない。４月の着任時に、昨

年の沖縄国際大学への米軍ヘリの墜落事故の際

にもご対応いただいたということを知り、セン

ターの担う役割の重要性を改めて認識した次第

である。 

 また、昨年６月にはいわゆる国民保護法が制

定され、我が国が武力攻撃を受けた際の対応等

について、国や地方公共団体を中心に検討が進

められている。この武力攻撃には、我が国の原

子力施設に対する攻撃をはじめとして、核兵器

やいわゆるダーティボムなどが想定されており、

これらの事象への対応も念頭においた検討が進

められている。万が一こうした事態が発生し、

放射性物質が環境中に放出された場合には、迅

速にモニタリングを行い、環境や人体への影響

を調査・評価し、国民に対して速やかに情報提

供することが求められる。 

 さらに近隣国等において原子力施設の事故が

起きたり、核実験が実施されたりした場合にお

いても、関係機関と連携した迅速な環境放射能

調査を行う必要があると考えられる。このよう

な事態が発生した場合、国や地方公共団体等が

必要な対策を講ずる際、センターがこれまで蓄

積してきた技術的知見や整備を進めてきた環境

放射線データベースが貴重な役割を果たすこと

を確信している。 

 こうした意味において、センターの担う機

能・役割は、今後、増すことはあっても減ずる

ことはないと思う。私としても 貴センターの

協力を仰ぎながら、気を引き ただしクー

ルビズの期間中ネクタイは締

後とも環境放射能対策の一層

・・  
・

 日本分析センターの益々の

いる。 
締め（
め

の

御

、

ませんが。）、今

充実に努めたい。 

・・・・
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理事就任にあたって 

 

理 事 安 達 武 雄 
 

 縁あって2005年4月1日付けで日本分析セン

ター理事を拝命いたしました。前任の日本原子

力研究所（原研）では、化学部、燃料研究部、

環境科学研究部等において、燃料・材料の分析

法開発、使用済燃料の溶解挙動調査、微量核物

質・放射性物質等の分析・モニタリング及び拡

散予測研究を推進してきました。さらに、国の

要請により、原研で培ってきた微量分析技術を

適応して保障措置環境試料分析や包括的核実験

禁止条約（CTBT）検証技術開発も図ってきまし

た。 

 私と日本分析センターとの因縁を申し上げま

すと、第一に 1974 年（昭和 49 年）1 月に起こ

った分析化研問題に端を発した放射能分析プロ

ジェクトチームの一員として関わったことで

す。5 月に発足した日本分析センターの活動が

軌道にのるまで、米国原子力艦が日本に寄港す

るために不可欠であった環境放射能分析を、3

月から約半年間、原研、放医研、理研が実施し

ました。私はその中で Sr-90 測定に必要な発煙

硝酸による分離処理を行ったことを、失敗があ

ったせいか、よく覚えております。二番目は、

約 10 年前に放射性廃棄物分析の委員会に呼ん

でいただき、雑固体などの分析法マニュアル策

定の審議に加わったことであります。三番目は、

因縁といえるかどうか疑問ですが、私が原研分

析センター（1965 年 2 月発足）の最後の室長で

あったことです。原研分析センターは、所属す

る部はいくつか変わりましたが、約 35 年間存在

しました。しかし、ついに 1999 年 4 月組織改正

により原研ではその名が消えました。しかしな

がら、今回日本分析センターに赴任してまいり

ますと、やや大げさですが、懐かしい名前に再

会したという思いを抱きました。 

 さて、創立 31 周年を迎えた日本分析センター

のよって立つところを私なりに考えてみました。 

2002 年に公益法人改革の検討が行われました。

その結果示された、公益法人に対する行政の関

与の在り方において、日本分析センターに対す

る措置内容として「環境放射線（能）モニタリ

ングに係る高度な専門能力を有し、中立公正な

調査業務を行う我が国唯一の分析専門機関であ

るため、当該法人以外に現在の委託業務を実施

し得る他の法人は想定できない。また、法人の

努力による自己収入の増加にも限界があるた

め、補助金等の年収比率 2/3 未満とすることは

極めて困難であり、現状を維持する」と結論さ

れています。すなわち、日本分析センターの存

立基盤は文部科学省を中心とする国からの委託

事業が中心であることはまちがいありません。

最近、今西錦司氏（文化人類学者、1902 年生ま

れ）の著作「人類の周辺」（筑摩書房、1981）を

読んだところ、その中に「21 世紀人に期待する」

という項目がありました。そこでは、「どんなも

のが生き延びていくのかというと、あまり特殊

化していないものが残っていくのです。そして

生き残って特殊化していくと、だんだん適応範

囲が狭くなりまして、いつか滅びる運命にある

ということがいえそうです。」とありました。日

本分析センターが必要とされるためには公益法

人改革で示された特殊な技能・役割がなくては

いけませんが、そればかりに特殊化し、頼りき

っていると、いつかはわかりませんが、必要性

の基盤がなくなったときには生き残ることが困

難になるかもしれません。 

 私の理事としての役目は、もちろん現在日本

分析センターが必要とされている特殊性を確実

に保持・発展させるよう努力することです。し

かし、それだけに止まらず、異なる分野・一般

的手法への足がかりを常に指向し、アンテナを

張っておくことではないかと考えています。皆

様のご鞭撻・助言をお願いいたします。 
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放射能分析確認調査における分析測定結果の 
評価方法について 

 

１．はじめに 

 当センターは、文部科学省から都道府県の環

境放射能測定結果及び原子力施設立地道府県に

おける環境放射線モニタリング結果の信頼性を

確認するための、「放射能分析確認調査」を受託

し、相互比較分析を行っています。 

 相互比較分析の比較方法は、原則的に分析機

関と当センターの分析値の差が、分析値の大き

いほうの10％に測定誤差の3倍を加えた値より

大きければ、技術的検討を開始するとしてきま

した。 

 この「分析値の 10％＋3 倍の測定誤差」を検

討基準といいますが、これは経験的なもので設

定をしており、明確な根拠がありませんでした。

そこで最近の国際的な動向を踏まえ検討基準の

見直しを行いました。 
 

２．新しい検討基準 

 新しい検討基準の検討は、ISO／JIS のガイド

「試験所間比較による技能試験第 1 部技能試験

スキームの開発及び運営（JIS Q0043-1:1998 

ISO/IEC GUIDE43-1:1997）」で記載されている

En 数の手法を参考にしました。 

 新しい検討基準は、(1)式のように分析機関の

結果と当センターの結果の差が、両機関の拡張

不確かさの二乗和より大きければ、技術的な検

討を開始するというものです。 

 22
JCACJCAC UUXX +>− 分析機関分析機関  (1) 

 X：分析機関及び JCAC の分析結果 

 U：分析機関及び JCAC の拡張不確かさ 
 

３．不確かさとは 

 不確かさとは、測定結果の信頼性を表すもの

で、国際計量基本用語集（VIM）では、「測定結

果に付随した、合理的に測定量に結びつけられ

得る値のばらつきを特徴づけるパラメーター」

と定義されています。これまで、真の値と測定

値との差を見ることが主でしたが、測定値のば

らつきで評価しようとするのが不確かさの考え

方です。不確かさには、①標準不確かさ：不確

かさを標準偏差の幅として表したもの、②合成

標準不確かさ：複数の不確かさ成分がある場合

には、これを二乗和として合成したもの、③拡

張不確かさ：測定の結果の大部分が含まれると

期待される区間を表したものがあります。 

 不確かさの概念は、ISO から出版された「計

測における不確かさの表現ガイド」（Guide of 

the expression of uncertainty in measurement：

GUM）に述べられています。現在、多くの分野で

この概念が取り入れられ、試験所認定制度にお

いても、校正機関は不確かさを求めることが必

須とされています。 

 具体的には、標準不確かさ(u)は、分析工程毎

にばらつきの要因とそのばらつきの大きさを標

準偏差として算出します。 

 そして、合成不確かさ(uc)は、算出した標準

不確かさを二乗和し、分析法全体の不確かさを

(2)式のように算出します。合成不確かさに包含

係数k=2 を掛けたものが(3)式で表される拡張

不確かさ(U)です。 

･･･測定化学分離前処理

222 uuuuc ++=  (2) 

)k(uU c 2×=  (3) 

 uc：合成不確かさ、u：工程の不確かさ 

 U：拡張不確かさ、k：包含係数 
 

４．不確かさの求め方 

 最初に分析の各工程に存在する不確かさの要

因分析を行います。次に要因毎の不確かさを繰

り返し測定や機器や器具に付随する精度に関す

るデータから求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0058

0.1

0.03

0.0185
0.013

0.100
0.104 0.106 0.107 0.107

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

計
数
値

安
定
元
素

の
定
量

化
学
分
離

工
程

測
定
器
の
校
正

キ

ャ
リ
ア
調
製不確かさの要因

相
対
標
準
不
確
か
さ

相対標準不確かさ

相対合成標準不確かさ

図１ Sr-90 放射化学分析における不確かさの例 
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 ストロンチウム 90 放射化学分析を例にとり、

相対標準不確かさを求めてみました。その結果、

図１（前ページ）の棒グラフのように計数値の

誤差が最も大きく、次いで安定元素の定量、化

学分離工程、測定器の校正の順となります。そ

して、相対標準不確かさを 2 乗和して相対合成

不確かさを求めると図１の折れ線グラフのよう

になります。このように放射能分析においては、

計数値の不確かさが分析法全体の不確かさの大

部分を占めています。 

 

５．おわりに 

 今後は、放射能分析確認調査 WG（主査：富永 

健 東京大学名誉教授）において、不確かさの妥

当性を検証しながら、分析確認調査における不

確かさを求める手順書を作成する予定です。放

射能分析確認調査の新しい検討基準の整備を推

進したいと考えておりますので、関係各位のご

理解、ご協力の程よろしくお願い致します。 

（分析部 橋本丈夫） 

 

 
環境省における環境放射線等モニタリング調査 
 

 環境省では、環境中の放射性物質の監視・測

定が同省の所掌事務となったことを受けて、平

成 12 年度から環境中の放射性物質に関する監

視・測定を実施しています。 

 国内における酸性雨の実態把握等を目的に設

置されている国設酸性雨測定所のうち、遠隔地

を含む 12 ヶ所（図 1 参照）に放射線自動連続 

モニタリング装置を設置して、空間γ線線量率

並びに大気浮遊じんの全α及び全β放射能のモ

ニタリングを実施しています。また、バックグ

ラウンドレベルの放射能の調査の一環として、

大気浮遊じん、大気降下物（雨水等）、測定所周

辺の土壌及び陸水中に含まれる放射性核種の分

析も実施しています（表 1 参照）。 
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図1  環境放射線等モニタリング調査地点 
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表 1 放射線等モニタリング調査の実施内容 

調  査  項  目 頻  度 調 査 地 点 

空間γ線線量率 連続測定 12 測定所 射 線
動連続
ﾀﾘﾝｸﾞ

大気浮遊じんの 
全α･全β放射能測定 

連続測定 12 測定所 

大気浮遊じん 
3 月分を 
ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ 

12 測定所 

大気降下物 
3 月分を 
ｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ 

4 測定所 
(利尻、佐渡関岬、
隠岐、五島) 

土壌 3年に1回 

射 性
種分析

陸水（河川・湖沼） 3年に1回 

1年に4測定所
を対象とし、 
3 年間で 1 巡 
 

 当センターでは、環境省の委託を受けて下記

事項を実施しています。 

① 環境放射性物質監視システムをとおして収

集された 12 測定所の空間γ線線量率及び大

気浮遊じんの全α・全β放射能の連続測定デ

ータの日常的な監視並びにこれらデータの整

理・解析を行なう。 

② 4 測定所周辺の土壌及び陸水の採取並びに

12測定所で採取された大気浮遊じん及び4測

定所で採取された大気降下物の放射性核種分

析を行なう。 

③ 各測定所における平常時の放射線レベルや

その変動パターン等の情報を整理し、原子力

関連事故等の際にその汚染の程度を把握する

ための基礎資料をまとめる。なお、これらの

データの解析にあたっては、学識経験者で構

成される環境放射線等モニタリングデータ評

価検討会（委員長：小佐古敏荘 東京大学大学

院工学系研究科原子力専攻教授）の意見を参

考に評価結果をまとめる。 



 平成 16 年度は、竜飛岬、伊自良湖、対馬及び

五島の 4 測定所で土壌と陸水の採取を行なうと

ともに、上記の調査を実施しました。いずれの

項目についても、過去の調査結果の変動の範囲

内であり、また、文部科学省が全国地方自治体 

の協力の下に実施している環境放射能水準調査

の結果の範囲内でした。調査結果の一例として、

12測定所における空間γ線線量率の1年間の測

定範囲を図 2 に示します。 

（分析部 中山一成） 
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 図 2 空間γ線線量率の変動範囲 (測定期間：平成 16 年 1 月 1 日～12 月 31 日) 

 

 

環境放射線モニタリングの実効性向上に係る 
実態調査 

 

 平成 16 年度に内閣府原子力安全委員会事務

局より標記調査を受託しました。この調査は、

原子力安全委員会が原子力施設周辺の環境放射

線モニタリングに関して、その技術の水準向上

及び斉一化を図るため策定している「環境放射

線モニタリングに関する指針」（平成元年3月原

子力安全委員会決定、平成 13 年 3 月一部改訂）

と、原子力緊急事態の発生時における環境放射

線モニタリングに関する「緊急時環境放射線モ

ニタリング指針」（昭和 59 年 6 月原子力安全委

員会決定、平成 13 年 3 月一部改訂）について、

それら指針の実効性を確認することを目的とし

たものです。 

 当センターでは、原子力施設が立地及び一部

の隣接する地方公共団体の 19 道府県（北海道、

青森、宮城、福島、茨城、神奈川、新潟、石川、

福井、静岡、京都、大阪、鳥取、島根、岡山、

愛媛、佐賀、長崎、鹿児島）の分析機関を対象

とし、そこにおける環境放射線モニタリング体

制、モニタリング評価体制及び手法、資機材の

整備状況等について実態を調査することとしま 

した。調査におきましては、当分析センターが

作成しました実施計画書の内容等に関するアン

ケートにご回答いただくとともに、環境放射線

モニタリングに関する種々の資料をご送付いた

だきました。また、青森県、茨城県、福井県に

つきましては、現地をご訪問させていただき、

調査いたしました。 

 調査にあたりましては、学識者等からなる委

員会（委員長；沼宮内弼雄氏）を設け、調査の

進め方、アンケート内容、調査結果の纏め方等

について有益なご助言をいただきました。 

 現在、アンケート結果、種々の資料等を整理

し、環境放射線の調査に係る専門的観点から、

最終報告書を取りまとめているところです。 

 調査結果の概要につきましては、機会を見つ

けましてご報告させていただく所存です。 

 最後になりましたが、本委託調査を実施する

にあたり、地方公共団体の関係者の方々の多大

なるご協力を承りました。この紙面をお借りし

て心より御礼申し上げます。 

（分析部 佐藤兼章）
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カ レ ン ダ ー 
日本分析センターの行事 環境放射能調査に係る文科省・自治体等の行事 

17  4  13 

14 

19 

 

24 

 

25 

28 

財団法人日本環境衛生センター 4名来訪 

文部科学省防災環境対策室 2名来訪 

環境放射能分析研修「環境試料の採取及び

前処理法」（～22） 

平成17年度（第46回）科学技術週間に伴う

施設公開 

文部科学省 渡辺防災環境対策室長来訪 
第80回月例セミナー（分析部） 

17  4  12

14

18

24

30

原オリンピア横須賀港寄港（～22） 

原ロサンゼルス金武中城港沖泊り 

原ロサンゼルス金武中城港沖泊り 

原オリンピア佐世保港寄港（～26） 

原オリンピア佐世保港沖泊り 

5  1 

9 

 

17 

 

18 

 

19 

 

20 

26 

 

31 

 

創立記念日 

環境放射能分析研修「環境放射能分析・測

定の入門」（～13） 

環境放射能分析研修「環境放射能分析・測

定の基礎」（～26） 

日本原子力研究所 1名、社団法人日本アイ

ソトープ協会 1名来訪 

文部科学省 原子力安全課 1名、防災環境

対策室 1名来訪 

財団法人原子力安全研究協会 2名来訪 

第81回月例セミナー（原子力艦放射能調査

室） 

環境放射能分析研修「積算線量測定法」 
（～6/3） 

5  19

29

日韓規制情報交換会 

原シャルロット金武中城港沖泊り 

 

6  8 

14 

 

15 

 

 

16 

23 

24 

27 

 

30 

早稲田大学 6名来訪 

環境放射能分析研修「Ge 半導体検出器に

よる測定法（第１回）」（～22） 

放射線医学総合研究所 藤元緊急被ばく医

療研究センター長 他7名来訪 

日本原子力研究所 4名来訪 

理事会・評議員会 

第82回月例セミナー（情報部） 

韓国原子力研究所 1名来訪 

環境放射能分析研修「放射性ストロンチウ

ム分析法」（～7/7） 
ISO9001維持審査（第２回）（～7/1） 

6  2

7

10

12

13

16

日中規制情報交換会 

原子力艦放射能調査技術研修会（～9） 

環境放射能調査担当機関連絡会 

原ヘレナ佐世保港沖泊り 

原シャルロット金武中城港沖泊り 

原ヘレナ佐世保港寄港（～17） 

第14回原子力艦放射能調査専門家会合 

  

 

 

 

   注）原は原子力艦を示す 

トピック 
 

◆渡辺文部科学省防災環境対策室長来所 

 平成 17 年 4 月 25 日（月）、文部科学省の渡辺

防災環境対策室長が来所し、分析・測定技術の

維持・向上、環境放射能調査結果の情報公開の

推進等について意見交換後、施設見学を行いま

した。 

 写真は、同室長が中性子線量率測定について

の説明を受けている様子です。 
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